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1 .本稿の目的
なろう。
両者を ミッ クスした改革が，福祉行財政改革として取
り組まれたわけであるが，現実には，その効果は短期的
なものにすぎず，今改めて抜本的な改革の必要性が国次
元で叫ばれ， I保育所問題検討会」等での議論が行われ
ている状況である。
本稿では，今日，保育料に関しこのような二重の関心
があることを念頭におきつつ，現在市町村の保育料がど
福祉サービス利用の手続きとしての措置制度さらには
それに要する費用としての措置費制度と，保育所の利用
に関わる利用者負担金との関係については，措置制度発
足以来，多くの識者の議論を呼んだが，その適正性の基
準についてはいまだ十分な合意を得ているとは言いがた
い。とりわけ，保育所措置費と保育料との関係について
は， 2つの点から常に大きな関心を呼んできた。
第 1は，高齢社会を迎え，国家予算の社会福祉費の中
身が，児童保護費から老人福祉費へと急速なシフトを志
向する中で，児童保護費の中で大きな割合を占める保育
所措置費が，改革のターゲットとなっていることである。
実際，国からみたときの社会福祉の財政改革は，保育所
措置費と児童扶養手当関係諸費の削減が主眼で、あったこ
とは否定できないであろう。保育所措置費を軽減する方
法は，措置費に占める国負担割合を低下させるという直
接的な方法ム保護者負担を強化することで実質上の負
担割合を低下させるという間接的な方法がある。近年の
動きは， このような流れの中で解釈することができる。
第2は，保育所が，初期のように実質的な貧困対策で
あった時代から，就労等で日中子育てができない家庭へ
のサービスヘ，そして今や就労以外の母親の社会参加の
保障や積極的な子育て支援へと変貌を遂げようとしてい
る中で，保育所の利用の意味もまた変化しようとしてい
ることによる。すなわち，間接的な所得保障としての保
育サービスおよび保育料から，家庭の選択的生活を保障
する保育サービスの時代における保育料のあり方を探る
ということである。そこでは当然のことながら，措置制
度自体も大きな問題となる。前者が，財政問題からくる
消極的な保育料問題であるとするならば，後者は，いわ
ば新しい保育所および保育サービスの構築ということに
のように設定されているかの基準を明らかにし，さらに
保育料に関する基本的な考え方を検討する。
2 .保育料に関する考え方と動向
t 
1 )保育料に関する考え方
保育料は， I児童福祉法による保育所措置費国庫負担
金についてJの中で示される 「徴収金基準額」を事実上
基本にして，市町村で定められている。 しかしながらこ
の基準額は，あくまでも措置費における国庫負担額を算
出するための清算基準であ って，市町村が保護者から徴
収する保育料そのものを規定するものではない。すなわ
ち，保育料という言葉は，通称であって， しかも市町村
が住民にわかりやすくするために使用しているものであ
?。? ，
?
?
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保育所経費の国負担については，周知のように，当初
の国庫補助金制度から，いわゆる シャウプ勧告を経て，
1950年度からは，いったん地方財政平衡交付金制度に組
み入れられた。しかしながらこのような方式は，市町村
の財政事情や保育行政に対する態度によって格差を生じ
させることになる。とりわけ民間保育所にとってはこれ
は死活問題ともなる事態である。その結果， 1953年度に
は再び国庫補助金制度に移行することになる。
国庫補助金制度への復帰に合わせて行われた変革が，
徴収金基準の設定である (1954年度)。 これを現行の，
??
?
Ji 
J 
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年齢と所得階層とのマトリ ックスで保育料を決定し，さ
らに保育単価とリンクさせる方式に改めたのが1958年度
である。その後，何度かの変革を経て，今日を迎えてい
る。
ところで，保育料の法的性格をいかにみるかについて
は，大き く二つの立場がある。第一は特定のサービスの
利用を行ったものが，その一部を負担するというもので
あり，いわば負担金という考え方である。負担金という
考え方は，保育料は公の施設である保育所の利用の対価
として徴収するのではな く，入所に要する費用および入
所後の保護に要する費用を保育料として利用者に課する
というものである。厚生省の保育料に対する見解は， こ
のような立場にあるといわれている。
第二は，保育料は公の施設である保育所を利用したこ
との対価，すなわち使用料であるという考え方である。
保育料に限らず，社会福祉サービスの利用料は，行政サー
ビスに対する料金である。このような立場は，地方自治
法第225条 「普通地方公共団体は，第238条の 4第4項2)
の規定による許可を受けてする行政財産の使用または公
の施設の利用につき使用料を徴収することができる」に
根拠をみいだしている。これを最も厳密に適用すると，
原則として均一料金ということになる。民間施設といえ
ども，措置に基づくサービスについては， これと同等の
解釈がされる。
法律家の多くは第二の立場をとるが，現実は第一の厚
生省の見解によ って進んでおり，両者の聞の溝は今のと
ころ大きいヘ
2)保育料政策
ここ10数年の聞に，社会福祉改革に関する各種の提言
が行われたが，その中で、保育料については，どのように
触れられていたのかーまたその結果，どのような改革が
実施されたのかを簡単に紹介しておく。
行政改革のスタートである臨時行政調査会の「行政改
革に関する第一次答申J(1981)では， • i保育所について
は，幼稚園についての検討と併せ，費用徴収基準の負担
能力に応じた強化，公平化を図る。また，新設は，地域
の実情に配慮しつつ，全体として抑制するJと記述して
いる。すなわち，幼保格差の解消，保育料の増額，さら
に新設の抑制の3つである。さらに 「第三次答申J(1982) 
では，行政施策の改革の基本的方向として「受益と負担
のバランスを失しているものについての負担の適正化」
を掲げている。これは，保育所のみをターゲットにする
ものではないが，それに至る経緯をみるとき，保育料が
大きな関心の一つになっていることはいうまでもない。
(2) 
さらに，最終答申である 「第五次答申J(1983)でも，
これを継承し，改革の基本方向として 「受益者負担，ボ
ランティア活動等民間の力を活用する とともに，高齢者
雇用政策を積極的に推進する」とうたっている。
このような行政改革の基本的方向に沿って，次に福祉
改革に関する各種提言が続いた。そのスタートは，福祉
関係三審議会合同企画分科会による 「今後の社会福祉の
あり方について (意見具申)J(1989)である。ここでは，
「保育対策の充実」の方向として，総合化，体系化がう
たわれているが，特に費用問題については触れられてい
なし、 児童手当との関係で保育料に触れたのは児童手当
制度基本問題研究会 (厚生省)の報告書である (1989)。
ここでは，保育料の高騰に対し，児童手当という「現金
給付の一部を直接保育料の軽減に充てる等の方策も一つ
の検討課題である」というように，保育料を児童手当に
より充当するという案を提案している。 この後， iこれ
からの家庭と子育てに関する懇談会J(1990)， r今後の
児童手当制度のあり方についてJ(中央児童福祉審議会，
1990)， r健やかに子供を生み育てる環境づくりに関する
関係省庁連絡会議J(1991)等が，一様に子育ての経済
的負担の軽減を掲げたが，その中身はすべて児童手当問
題であり，保育料をテーマとしたものはなかった。
保育料そのものに関する提言が積極的にみられるよう
になったのは， i今後の保育所のあり方についてJ(これ
からの保育所懇談会， 1993)である。ここでは，保育料
について 「保育所の保育料については，共働きの勤労者
世帯の負担感が大きいこと，とりわけ3歳未満の子ども
を持つ若い世帯や多子世帯の負担感が大きいことが指摘
されている。このため，所得税額などに準拠して免除か
ら全額徴収まで区分が細分化されている現在の費用徴収
の基準を見直し，負担感や不公平感を解消する工夫を図
るべきであるJとコメントし，さらに具体的な提案をし
ている。これに続く「たくましい子供・明るい家庭・活
力とやさしさに満ちた地域社会をめざす21プラン研究会」
(子供の未来21プラン研究会， 1993)でも，子育て家庭
の経済的負担の軽減問題を取り上げているが， ζ こでは
「学齢前の子育て家庭に対する保育料負担をはじめとす
る経済的負担を軽減するための税制上の配慮についての
検討も必要で、ある」とコメン卜している。これらはいず
れも，直接保育料に介入するというよりは，徴収基準の
適正化という方向を示すものである。
具体的な軽減策としては， 1991年から「祖父母同居世
帯の軽減J(祖父母が家計の主宰者である場合を除き，
税額合算対象から除外)および i3人以上通所家庭の保
育料の軽減J(第3子以降軽減分を従来の 2分の lから
;誕
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ても1987年以降，保育所の入所措置基準が市町村の条例
で定められることになり，それに伴って保育料の徴収基
準が市町村ごとに独自に設定されるようにな ったことの
効果は，今ようや く一部の市町村でみられるようにな っ
たが，先に示したように，よ り国基準への準拠を明確に
したところも少なくなし、
3.市町村保育料調査
1 )分析の枠組み
全国私立保育園連盟では， このような状況の中で，全
国の市町村の保育料実態調査を実施した。筆者は，この
調査に参加させていただく機会を得た。なお集計の対象
とした年齢は3歳未満児および4歳以上児， 階層は第4
階層と第9階層である。階層設定は，国基準の階層分布
で，上から 4分のl番目および下から 4分の l番目の人
が属する階層として選んだ4}O
調査は，非常に広範な内容をもつものであるが，本稿
ではそのうち国基準との比および年齢間あるいは階層間
の比を中心に検討する。その際の算出式は以下の通りで
ある。
①N歳児第M階層保育料比=N歳児第M階層の市町村
の保育料+N歳児第M階層の国の基準保育料x100 
②階層間保育料比 (3歳未満の比・ 4歳以上の比)ニ
4分の 3に)施策が導入された。しかしながら，支弁額
に占める保育料徴収額は，ほとんと、変化することはなかっ
た (図 1)。
3)地方自治体の動き
このような状況の中で，地方自治体の保育料政策も少
しず、つ変化をみせていた。1985年度以降，保育料に関す
る方針を審議会を通じて改めて明らかにした自治体には，
大阪市児童福祉審議会，神戸市児童福祉審議会，栃木県
児童福祉審議会，東京都児童福祉審議会，横浜市児童福
祉審議会，京都市児童福祉審議会などがある。また，保
育所入所基準を条例により設定したところ，保育計画と
いう形で配置問題まで含めて明らかにしたところもある。
しかし， これらのほとんどは国の基本的方向を受け入れ
るということ，さらに徴収額そのものも国基準に近づけ
ることを内容とするものであった。
これに対して，小さな自治体ではより積極的な保育料
軽減策を打ち出しているところもある。たとえば，均一
保育料制をと った奈良県広陵町，保育料の額を最高8千
円引き下げた佐賀市， 3歳未満児と 3歳以上児の差の解
消を図った大分県，第2子以降の一部を無料とした山口
県新南崎市，第3子以降を無料とした秋田県などである。
列挙すればまだまだ多機な方法があるが，いずれにし
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2)調査結果
①4歳以上児第4階層保育料比 (表 1) 
4歳以上児第4階層保育料比は，1100%台Jと 190%
台jが2割強で多くなっている。 170%未満」 と比較的
保育料を低 く設定しているところも 1害IJ以上ある。一方，
保育料が高い方では，1130%以上」に設定している市町
村も5%近 くあった。なお，国基準額と同一額の9，430
円としている市町村は198であり，これを除くと，少な
くとも国基準より高く設定している市町村数は555(25.5 
%)と，ほぼ4分の lである。平均保育料比は91.1%で
ある。
市町村区分ではヲ 「東京都区部」では100%，1政令指
定都市」でも 5割以上が保育料比 170%未満」としてお
り， 4歳以上児第4階層の保育料がかなり低めに設定さ
れている。「市」でもやや多いが， 2害IJに満たない。 100
%を越えるものは， 1東京都区部Jおよび 「政令指定都
市Jではないが，1市」では31.9%，r町」では37.5%，
「村Jでは29.9%であり， 1町」がやや高い。平均保育料
比は， i東京都区部」がかなり低く， 1政令指定都市」 も
低い。あとはし、ずれも 9割前後であまり差がない。
財政力指数では， 10.5未満Jでは，保育料比 170%未
満」がl割を越える市町村はないが， 10 . 5~ 1. 0未満」
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市町村N歳児第9階層保育料比÷市町村N歳児第4
階層保育料比x100 
③年齢間保育料比(第4階層の比 ・第9階層の比) = 
市町村3歳未満児第M階層保育料比÷市町村4歳以
上児第M階層保育料比x100 
これらのもつ意味を図式化すると図2のようになる。
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図2 分析枠組
(丸抜きの数字は，本文中の算式の番号)
表 1 4歳以上児第4階層保育料比(市町村区分 財政力指数)
70 70 80 90 100 110 不
% % % % % % 計
未 .b.、 A ぷ品、 i口A 以ロ ロ ロ
満 上 明
-、
東京都区部 100.0 0. 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100% ( 21) 
政令指定都市 55.6 33.3 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 100% ( 9) 
市 18.5 12.6 16.3 20.7 22.0 9. 0.0 100% ( 54) 
町 10.5 11.4 16.9 23.5 26.1 11.4 0.2 100% ( 130) 
村 11.6 14.3 20.4 23.8 19.4 10.5 0.0 100% ( 29) 
0.3未満 9.3 13.3 18.6 26.0 25.1 7.7 0.0 100% ( 354) 
0.3台 6.6 7.6 17.8 25.4 28.6 13.7 0.2 100% ( 437) 
0.4台 6.8 10.6 15.3 23.4 30.6 13.4 0.0 100% ( 576) 
0.5~ 1. 0未満 18.9 14.0 18.4 20.2 18.1 10.1 0.2 100% ( 662) 
1.0以上 48.7 19.3 11.3 12.7 6.0 2.0 0.0 100% ( 150) 
全 体 13.7 12.1 17.0 22.5 23.8 10.7 0.1 100% 
(299) (263) (371) (491) (519) ( 90) ( 2) (2，179) 
(4) 
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山県系:保育料の自治体間格差
では18.9%，11.0以上jでは48.7%と，財政力指数が高
くなるにしたがって急速に上昇している。逆に， 100% 
を越える市町村は，財政力指数が 11.0以上Jでは8.0%
とかなり低し ¥0 これがかなり高いのは iO.3台」および
10.4台Jで，ともに4割を越えている。 平均保育料比は
財政力指数の低い方から順に， 10.3台J，10.4台j のあ
たりをピークにした山型の分布となっている。とりわけ
財政力指数が高い方での低下が著しし、
②3歳未満児第4階層保育料比 (表2) 
3歳未満児第4階層保育料比は， i90%台jおよび 1100
%台」がほぼ4分の lず、つである。 170%未満」と比較
的保育料を低く設定しているところも 1割以上ある。国
基準額と同一額の12，180円としている市町村は201であ
り，これを除くと，少なくとも国基準より高く設定して
いる市町村数は518(23.8%)と， 4歳以上児第4階層
保育料比と同様，ほぼ4分の lである。 平均保育料比は
90.7%である。これは4歳以上児第4階層保育料比の平
均値とほぼ同率であり，第4階層についていうと，年齢
間での保育料比に差はほとんどみられなし、。
市町村区分では， 1東京都区部」では100%，1政令指
定都市」でも 5割以上が保育料比 170%未満」としてお
り， 3歳未満児第4階層の保育料がかなり低めに設定さ
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れている。「市」でもやや多いが， 2割に満たなし、。 100
%を越えるものは， 1東京都区部」および「政令指定都
市」ではないが， 1市」では30.6%，1町Jでは36.1%， 
「村Jでは26.7%であり， i町」がやや多し、。平均保育料
比は， 1東京都区部」が18.9%とかなり低し、。 「政令指定
都市」 も6害IJにすぎない。後はし 1ずれも9割前後で差は
ほとんどない。
財政力指数では， 10.5未満」では，保育料比 170%未
満」がl割を越える市町村はないが， 10.5，_，1.0未満」
では18.1%，11.0以上」では48.0%と，財政力指数が高
くなるにしたがって急速に上昇 している。逆に， 100% 
を越える市町村は，財政力指数が 11.0以上」では9.3%
とかなり低し、。 これがかなり高いのは 10.3台」および
10.4台Jで，ともに4割を越えている。平均保育料比は
財政力指数が高くなるにしたがってほぼ低下しており，
3歳未満児第4階層の保育料は財政力指数が高くなるに
したがって，国基準に比べて低く設定されるという傾向
がみられる。
③4歳以上児第9階層保育料比 (表3) 
4歳以上児第9階層保育料比は， 170%台Jの24.4%
をピークに した山型の分布をしている。100%以上の市
町村は315(14.5%)である。平均保育料比は80.1%で
表2 3歳未満児第4階層保育料比(市町村区分 財政力指数)
70 70 80 90 100 110 不
% % % % % % 
三十未 iロA .Lロh £口品、 ぷ品、 以ロ
満 上 明
東京都区部 100.0 0.0 0.0 0. 0.0 0. 0. 100% ( 21) 
政令指定都市 55.6 11.1 33.3 0.0 0. 0. 0.0 100% ( 9) 
一
市 18.3 11.4 16.8 22.9 22.9 7.7 0.0 100% ( 546) 
町 8.9 9.8 17.9 26.5 27.3 8. 0.8 100% (1，309) 
村 9.5 12.9 20.1 28.6 20.1 6.6 2.4 100% ( 294) 
0.3未満 7.6 12.4 18.9 30.2 26.0 4.2 0.6 100% ( 354) 
0.3台 3.9 6.6 18.8 26.8 31.8 10.3 1.8 100% ( 437) 
0.4台 5.9 7.1 18.6 25.7 31.1 10.6 1.0 ]00% ( 576) 
0.5-1.0未満 18.1 13.6 17.1 24.8 18.6 7.7 0.2 100% ( 662) 
1.0以上 48.0 16.7 12.7 13.3 6.0 3.3 0.0 100% ( 150) 
全 体 12.4 10.5 17.3 25.5 24.9 8.1 0.8 100% 
(270) (229) (388) (556) (542) (177) ( 17) (2，179) 
(5) 
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あり， 4歳以上児第4階層保育料比の平均値と比べると
10ポイントほど低い。すなわち， 4歳以上児についてみ
ると，保育料徴収階層の高い方の保育料が低めに設定し
である市町村が多いといえる。
市町村区分では， 1東京都区部」ではすべてが保育料
比 160%未満」としており， 3歳未満児第4階層の保育
料がかなり低めに設定されているo 1政令指定都市」で
は 160%未満」はないが， r60%台」については 3割を
越えて多し、。「市j，r町j，1村Jでは， 160%未満Jは1
割前後で，ほとんど差はない。100%を越えるものは，
「東京都区部」および「政令指定都市Jではないが， 1市」
では9.9%，1町Jでは16.3%，1村jでは16.0%であり，
r町Jおよび 「村」がやや多し、。平均保育料比は，1東京
都区部」のみが43.3%とかなり低し、。「政令指定都市」
は7害Ijを越えており，市町村との差はあまり大きくなし、
財政力指数では， 10.5未満Jでは，保育料比 160%未
満」が1害1を越える市町村はないが， 10.5--1.0未満J
では14.5%，11.0以上」では26.0%と，財政力指数が高
くなるにしたがって急速に上昇している。逆に， 100% 
を越える市町村は，財政力指数が 10.3未満Jの27.7%
から順に低下し， 11.0以上Jでは1.3%とかなり低くなっ
ている。平均保育料比は財政力指数が高くなるにしたがっ
て順次低下しており， 4歳以上児第9階層の保育料は財
政力指数が高くなるにしたがって，国基準に比べて低く
設定されるという傾向がみられる。
④3歳未満児第9階層保育料比 (表4)
3歳未満児第9階層保育料比は， 1100%以上」の20.2
%が最も多いが，全体としてあまり大きな差はみられな
い。平均保育料比は77.6%であり， 3歳未満児第4階層
保育料比の平均値と比べると15ポイン卜近く低い。すな
わち， 3歳未満児についても， 4歳以上児の場合同様，
保育料徴収階層の高い方の保育料が低めに設定しである
市町村が多いといえる。
市町村区分では， 1東京都区部」ではすべてが 150%
未満」である。 「政令指定都市」は3分の2が 180%台」
に集中しており， これまでの保育料比ほど低くない。 100
%を越えるものは， 1市j，1町J，1村」ではそれぞれ2
割前後である。平均保育料比は， 1東京都区部」のみが
43.7%とかなり低い。また，これまでとは違って， i政
令指定都市」や 「市」が高く，1町」や 「村」がむしろ
低 くなっている。
財政力指数では， 10.3未満」では，保育料比 i50%未
満」が2割近く，以下財政力指数が高くなるにしたがっ
て，これまでとは逆にむしろやや低下傾向がみられる。
表3 4歳以上児第9階層保育料比(市町村区分 財政力指数)
60 60 70 80 90 100 不
% % % % % % 計
未 ./.>. .t口h 4口品、 ./.>. 以ロ ロ
満 上 明
、
東京都区部 100.0 0.0 0.0 0.0 0. 0.0 0.0 100% ( 21) 
100% ( 9) 政令指定都市 0.0 33.3 44.4 22.2 0.0 0.0 0.0 
市 10.4 21.6 26.0 18.3 13.7 9.9 0.0 100% ( 546) 
町 9.9 17.3 23.5 20.6 12.2 16.3 0.1 100 % ( 1 ，309) 
村 13.3 16.0 26.2 18.4 10.2 16.0 0.0 100% ( 294) 
0.3未満 7.6 12.1 18.1 17.8 16.7 27.7 0.0 100% ( 354) 
0.3台 6.6 9.4 23.6 22.2 15.6 22.5 0.2 100% ( 437) 
0.4台 9.7 15.8 26.4 23.4 11.6 13.1 0.0 100% ( 576) 
0.5--1.0未満 14.5 24.8 26.4 17.7 10.3 6.4 0.0 100% ( 662) 
1.0以上 26.0 37.3 24.7 8.7 2.0 1.3 0.0 100% ( 150) 
全体 11.3 18.1 24.4 19.5 12.2 14.5 0.0 100% 
(247) (395) (531) (425) (265) (315) ( 1) (2，179) 
(6 ) 
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表4 3歳未満児第9階層保育料比 (市町村区分 財政力指数)
50 50 60 70 80 90 100 不 保平
% % % % % % % 計未 A口A 4口. i口入 .t、 ふロ品、 以口
育均
料
満 上 明 比
東京都区部 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100% ( 21) 43.7% 
政令指定都市 0.0 0.0 11.1 22.2 66.7 0.0 0.0 0.0 100% ( 9) 80.3% 
市 1.5 4.6 10.6 22.2 25.3 18.7 17.2 0.0 100% ( 546) 83.6% 
町 10.1 10.6 16.6 16;4 13.1 9.8 22.7 0.8 100% (1，309) 77.4% 
村 19.7 17.0 17.0 14.6 8.5 3.7 17.0 2.4 100% ( 294) 69.4% 
0.3未満 17.8 14.4 14.1 12.7 8.8 5.9 25.7 0.6 100% ( 354) 73.9% 
0.3台 11.9 10.3 16.2 11.4 1.2 8.7 28.4 1.8 100% ( 437) 78.1% 
0.4台 9.9 10.9 15.3 15.6 16.5 8.7 22.0 1.0 100% ( 576) 77.4% 
0.5.._1.0未満 5.6 6.6 15.0 22.0 20.1 16.6 13.3 0.2 100% ( 662) 79.5% 
1.0以上 6.7 7.3 12.0 30.7 21.3 14.7 7.3 0.0 100% ( 150) 77.2% 
全体 10.1 9.8 15.0 17.5 15.6 11.1 20.2 0.8 100% 77.6% 
(219) (214) (326) (381) (340) (241) (441) ( 17) 
、
(2，179) 
表5 4歳以上の比(市町村区分 財政力指数)
70 70 80 90 100 110 不 階平
% % % % % % 計
未 i口A A t 、 三ょh 以口 ロ 口
層均
間
満 上 明 比
東京都区部 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100% ( 21) 204.2% 
政令指定都市 0.0 0.0 1.1 11.1 11.1 66.7 0.0 100% ( 9) 135.7% 
市 9.0 20.0 25.8 18.7 11.2 15.4 0.0 100% ( 546) 94.1% 
町 16.5 17.5 23.1 14.6 13.1 15.0 0.2 100% (1，309) 89.5% 
村 13.9 19.4 21.4 15.3 14.3 15.6 0.0 100% ( 294) 91.5% 
0.3未満 9.6 11.6 17.5 17.5 20.3 23.4 0.0 100% ( 354) 98.5% 
0.3台 16.7 13.0 22.9 15.1 13.5 18.5 0.2 100% ( 437) 92.5% 
0.4台 18.2 22.2 24.3 13.5 10.8 10.9 0.0 100% ( 576) 86.7% 
0.5.._1.0未満 12.7 22.7 25.7 16.6 9.2 13.0 0.2 100% ( 662) 90.3% 
• 
1.0以上 6.7 12.7 24.0 15.3 14.0 27.3 0.0 100% ( 150) 105.8% 
全体 14.0 18.1 23.3 15.6 12.6 16.2 0.1 100% 92.2% 
(306) (395) (508) (339) (275) (354) ( 2) (2，179) 
ノ
( 7) 
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100%を越える市町村は，財政力指数が iO.5未満」では
2割台であるが，それ以上では低下しており， i50%未
満」同様，財政力指数が高い市町村の方で少なし、。 平均
保育料比はいずれの財政力指数においても7割台であり，
財政力指数の高低との聞に著しい関係はみられなし'03 
歳未満児第9階層は，本調査では最も高い保育料階層と
なるが， ここでは財政力指数に関係なく 2割強の保育料
の減額が行われている。
⑤4歳以上における第4-第9階層間保育料比 (表
5 ) 
4歳以上における第4-第9階層間保育料比(以下，
4歳以上比〉は，第9階層を丙地の i61-..90人」の保育
単価でとっており， i政令指定都市Jや「市」さらには
財政力指数等との関係にはやや問題がある。 4歳以上比
は， i80%台」の23.3%をピークにしたほぼ山型の分布
となっている。平均階層間比は92.2%であり，第9階層
の方が1割近く低めに設定されている。
市町村区分では，平均階層間比は， i東京都区部J204.2 
%， i政令指定都市J135.7%， i市J94.1 %， i町J89.5 
%， i村J91.5%であり，定義上の関係でやはり 「東京
都区部」および「政令指定都市」がかなり高い。
財政力指数と 4歳以上比との聞には顕著な関係はみら
れなし、。平均階層間比は，財政力指数が低い方から順に，
98.5%， 92.5%， 86.7%， 90.3%， 105.8%である。
⑥ 3歳未満における第4一第9階層間保育料比 (表
6 ) 
3歳未満における第4-第9階層間保育料比 (以下，
3歳未満比)は， í100~120%未満」の28.5% を ピ ーク
にした左になだらかな山型の分布とな っている。第9階
層の方を国基準より低めに設定している市町村は6害IJで，
表6 3歳未満の比(市町村区分 財政力指数 4歳以上の比)
70 60 80 100 120 不 平
% % 均
未 80 100 120 以 百十満 % % % 上 明
階
層
未 未 未 間
満 満 満 比
東京都区部 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100% ( 21) 231.5% 
政令指定都市 0.0 0.0 11.1 33.3 55.6 0.0 100% ( 9) 150.2% 
市 4.9 14.5 32.6 29.3 18.7 0.0 100% ( 546) 103.0% 
ー
町 16.8 24.1 22.5 30.1 5.8 0.8 100% (1，309) 85.3% 
村 25.2 29.6 17.3 22.1 3.4 2.4 100% ( 294) 78.3% 
.‘ 
0.3未満 21.8 26.6 17.2 27.4 6.5 0.6 100% ( 354) 82.3% 
0.3台 19.9 24.5 18.1 32.7 3.0 1.8 100% ( 437) 82.9% 
0.4台 ， 16.7 26.6 26.9 25.2 3.6 1.0 100% ( 576) 84.7% 
0.5-..1.0未満 7.9 17.8 31.1 29.3 13.7 0.2 100% ( 662) 97.6% 
1.0以上 6.0 6.0 15.3 28.7 44.0 0.0 100% ( 150) 122.3% 
70%未満 53.9 23.9 15.0 5.6 0.0 1.6 100% ( 306) 61.0% 
70%台 17.2 25.1 28.6 27.1 0.3 1.8 100% ( 395) 83.3% 
80%台 10.0 23.8 27.6 32.7 5.3 0.6 100% ( 508) 88.9% 
90%台 7.7 23.6 32.2 29.2 27.1 0.3 100% ( 339) 90.9% 
100%台 3.3 22.5 16.4 42.9 14.9 0.0 100% ( 275) 97.0% 
110%台 0.3 13.0 20.1 32.5 34.2 0.0 100% ( 354) 1120.4% 
全体 14.7 22.1 24.0 28.5 9.8 0.8 100% 90.5% 
(321) (481) (524) (622) (214) ( 17) (2，179) 
(8) 
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高めに設定しているところもかなりある。平均階層間比
は90.5%であり，第9階層の方が1割近く低めに設定さ
れている。また， 4歳以上比との差はほとんどなし、
市町村区分では， 1東京都区部Jではすべてが階層間
比 1120%以上j，r政令指定都市」でもこれが 5割を越
える。 4歳以上児の場合同様，第9階層の保育料がかな
り高めに設定されている。「市」でもこれが 2割近 くや
や高し、。 160%未満」は 「政令指定都市Jではなく， i市」
4.9%， 1町j16.8%， r村j25.2%と， "頃に高くなって
いる。平均階層間比は， r東京都区部」の231.5%から
「村Jの78.3%まで， 1闘に低くなっている。すなわち，
この順に 3歳未満の保育料徴収では第9階層を低めにし
ている市町村が多いということになる。
財政力指数との関係では， 3歳未満比 160%未満」は，
財政力指数 10.3未満」の21.8%から，財政力指数が高
くなるにしたがって順に低下し， 11.0以上Jでは6.0%
になっている。 一方， 1120%以上」と高いところは，財
政力指数 10.5以上」の市町村に多 く，11.0以上Jでは
4割を越えているO 平均階層間比は，財政力指数 10.3
未満」の82.3%から 11.0以上Jの122.3%まで，財政力
指数が高くなるにしたがって順に上昇しているO 財政力
指数が高い市町村では， 3歳未満児の保育料の第9階層
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の方を高くする傾向がみられるが，とりわけ 10.5以上」
のところでそのような傾向が強い。
⑦第4階層における年齢間保育料比 (表7)
第4階層おける年齢間保育料比(以下，第 4階層比)
は， 1100-.， 1 0%未満」の57.3%をピークにした左にな
だらかな山型の分布とな っている。 3歳未満児の方を国
基準よりやや高めに設定している市町村もかなりある。
平均年齢間比は100.2%で、あり，年齢問でほとんど差は
みられない。
市町村区分では， 1東京都区部」ではすべてが年齢間
比 190%未満Jである。それ以外の市町村ではこれがせ
いぜい 1割である。 3歳未満の方が高い 1100%以上」
をみると， 1政令指定都市」および「市」が 5割台であ
るのに対し， i町」および 「村」では 6割台とやや高 く
なっている O 平均年齢間比は， 1東京都区部Jのみが89.0
%とやや低く，それ以外ではいずれもほぼ100%である。
すなわち， 1東京都区部」のみは，第4階層の保育料は
保育料の高し、3歳未満の方を低く設定する傾向がみられ
るが， 1政令指定都市J，1市J，1町J，1村」では， ほぼ
同率の減額率となっている。
財政力指数との関係では，第4階層比 190%未満」は，
財政力指数 11.0以上」が13.3%で最も高いが， それ以
表7 第4階層の比(市町村区分 財政力指数)
90 90 100 110 不
% % 
未 100 110 以 5十満 % % 上 明
未 未
満 満
東京都区部 100.0 0.0 0.0 0. 0.0 100% ( 21) 
政令指定都市 11.1 33.3 44.4 11.1 0.0 100% ( 9) 
市 7.7 41.2 49.5 1.6 0. 100% ( 546) 
町 5.4 29.1 60.4 4.3 0.8 100% (1.309) 
村 8.5 22.8 62.6 3.7 2.4 100% ( 294) 
0.3未満 6.2 21.5 69.8 2.0 0.6 100% ( 354) 
0.3台 5.0 30.2 59.3 3.7 1.8 100% ( 437) 
0.4台 6.9 33.3 55.9 2.8 1.0 100% ( 576) 
0.5--1.0未満 8.5 35.0 51.8 4.4 0.3. 100% ( 662) 
1.0以上 13.3 29.3 51.3 6.0 0.0 100% ( 150) 
全体 7.3 31.0 57.3 3.5 0.8 1QO% 
(160) (676) (1248) ( 77) ( 18) (2，179) 
(9) 
??
?
平
均
年
齢
間
比
89.0% 
99.2% 
99.3% 
100.6% 
100.5% 
100.8% 
100.6% 
99.6% 
100.2% 
99.7% 
100.2% 
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外は l割弱でありほとんど差はなし'01110%以上」でも
財政力指数間でほとんど差がないが， 1100--110%未満J
は，財政力指数 10.3未満」のみが7割弱とやや高くなっ
ている。平均年齢間比は，財政力指数の高低にかかわら
ずいずれも100%前後であり，第4階層比と財政力指数
との聞には関係はみられない。
⑧第9階層における年齢間保育料比 (表8)
第9階層における年齢間保育料比(以下，第9階層比)
は，やはり 4歳以上児の基準値の関係で， 1政令指定都
市」や「市」さらには財政力指数等との関係にはやや問
題がある。第9階層 180%未満Jから 1110--120%未満」
までは2割台でほとんど差はない。平均年齢間比は99.4
%であり，ほぼ100%に近い。
市町村区分では，平均階層間比は， i東京都区部J100.9 
%， i政令指定都市J108.1 %， 1市J109.8%， 1町J97.7 
%， 1村J87.3%であり， 1村」がやや低く， 1市」がや
や高い。
財政力指数との関係では，平均年齢間比は，財政力指
数が低い方から順に， 85.9%， 91.6%， 98.0%， 109.0%， 
116.7%であり，財政力指数が高くなるにしたがって，
第9階層比が高くなっている。
4.調査結果の考察とまとめ
1 )調査結果の考察
①年齢階層別保育料比
全体としてみると多くの市町村がいずれの保育料階層
においても減額を行っているO 減額率が高いのは， 3歳
未満児第9階層， 4歳以上児第9階層， 3歳未満児第4
階層事 4歳以上児第4階層の順である。ただし， 3歳未
満児第9階層と 4歳以上児第9階層との間にはほとんど
表8 第9階層の比(市町村区分財政力指数第4階層の比)
80 80 100 120 140 不 平
% % 均
未 100 120 140 以 計j高 % % % 上 明
未 未 未満満 満
年
齢
間
比
東京都区部 0.0 9.5 90.5 0.0 0.0 0.0 100% ( 21) 100.9% 
政令指定都市 0.0 22.2 66.7 11.1 0.0 0.0 100% ( 9) 108.1% 
市 10.4 24.0 30.6 26.0 9.0 0.0 100% ( 546) 109.8% 
. 
町 28.8 28.3 20.1 15.9 6.1 0.8 100% (1，309) 97.7% 
.、
村 46.6 22.1 13.6 11.6 3.7 2.4 100% ( 294) 87.3% 
0.3未満 48.0 28.2 13.3 5.9 4.0 0.6 100% ( 354) 85.9% 
0.3台 4・ 37.3 27.9 16.7 12.1 4.1 1.8 100% ( 437) 91.6% 
0.4台 25.0 30.2 22.7 17.2 3.8 1.0 100% ( 576) 98.0% 
0.5---1.0未満 12.7 23.4 29.3 24.6 9.8 0.2 100% ( 662) 109.0% 
1.0以上 6.7 13.3 33.3 32.7 14.0 0.0 100% ( 150) 116.7% 
90%未満 48.1 16.9 26.9 5.6 2.5 0.0 100% ( 160) 85.5% 
---100%未満 27.4 27.4 22.8 18.8 3.7 0.0 100% ( 676) 98.2% 
-110%未満 23.6 26.6 22.6 19.3 7.9 0.0 100% (1，248) 101.4% 
110%以上 19.5 33.8 20.8 10.4 15.6 0.0 100% ( 77) 107.0% 
全体 26.2 26.2 22.7 17.7 6.4 0.8 100% 99.4% 
(571) (571) (495) (385) (140) ( 17) (2，179) 
(10) 
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2 )まとめ
今回の調査結果により，市町村聞の保育料の差はかな
り大きいということが，改めて確認された。一方で，国
基準通りの設定をしているところもあれば，半額以下に
設定しているところもある O また，特定の階層について
は，国基準より高く設定しているところもあることが明
山県系:保育料の自治体間格差
れないということである。
らかになった。
一般には，保育料の負担感が大きいといわれる相対的
高額所得者層，とりわけ最も高額になっている 3歳未満
児を抱える家庭の高額所得者層を重点に減額が行われて
いる。このような傾斜減額設定と市町村の財政力指数に
は関連がみられる。機関委任事務の整理合理化法に基づ
く児童福祉法第24条の改正により，保育所入所基準は
1987年より市町村の条例で定められることになった。そ
れに合わせて，保育料徴収事務も団体委任事務となった。
これらのことは，市町村が独自の保育料設定を行うこと
を容易にさせることになったが，全く独自にというわけ
ではなく，第24条にみられるように 「政令で定める基準
にしたがった」入所基準である必要がある。 一方，市町
村には老人保健福祉計画等に基づく，高齢者サービスの
実施が義務づけられており，もともと減額が行いがたい
財政力指数が低い自治体では， このことがさらに圧迫を
かけることになる。
すなわち，国の示す事実上の保育料である保育所措置
費徴収額基準が地方自治体に対する措置費の清算基準と
なったにもかかわらず(その意味では，徴収基準という
言葉さえ不適当であるが)，現実にはそれが地方自治体
の設定する保育料として位置づけられている場合がかな
りあるということである。 21プラン研究会の報告書にみ
られるよ うに，高齢者，身体障害者福祉サービスに続い
て，児童福祉サービスも市町村中心の時代が志向されて
差はなし、。また， 3歳未満児第4階層と 4歳以上児第4
階層との聞にもほとんど差はなし、。前者はいずれも第9
階層であり，後者は第4階層である。市町村は，持齢に
よる差よりも，階層による差を大き くしており，第9階
層，すなわち保育料が高い層での減額率をより高くして
いるということができ る。
保育料の減額は， 1東京都区部Jで最も高く， 1政令指
定都市」もやや高い。「市J，i町J，1村Jは減額率は全
体としては必ずしも高くなし'0
減額率の市町村区分での傾向をみると，先に示したよ
うな年齢よりも階層聞の差を大きくする傾向は，下町」
および 「村」により顕著にみられる傾向であり， 1東京
都区部」および「政令指定都市」ではむしろ逆の傾向さ
えみられる。「市」ではその差が他に比べてあまり大き
くない。
財政力指数との関係では， 3歳未満児第9階層以外は，
全体として財政力指数が低下するにしたがって減額率が
高くなる傾向がみられたが， 3歳未満児第9階層につい
ては財政力指数に関係なくいずれも減額率は高くなって
いる。町村部には財政力指数の低いところが多く，
は先の市町村区分の関係と関連しているものと考えられ
これ
る。
②階層間保育料比
階層間保育料比は， 4歳以上比と 3歳未満比の聞に差
はみられない。ただい分布型をみると，いずれも山型
の分布をしているが， 4歳以上比では 180%台」がピー
クであるのに対して， 3歳未満比では 1100--120%未満J
がピークとなっており， 4歳以上比での分散が大きいこ
と，また 3歳未満比では第9階層の減額率がかなり高い
ところがあることを示している。
市町村区分では， 1東京都区部」および「政令指定都
市Jでの第9階層での減額率がかなり 高くなっている。
財政力指数との関係も， これを反映したものとなってい
いる。
高齢者福祉サービスは， ゴールドプラン，老人保健福
祉計画とい う流れの中で，国中心の計画が進んでいった。
児童福祉， とりわけ最も身近な保育サービスについては，
地方自治体は，議会や審議会を通じての条例による入所
基準および保育料の設定あるいは保育計画をたてること
により，利用者中心の保育サービスと自治体の独自性を
確保できるよう，より一層努力しなければならないと考
る。
③年齢間保育料比
年齢間保育料比についても，第4階層比と第9階層比
の間で，平均値においてはほとんど差がみられなかった
が，分布型のピークにおいてのみ差がみられた。すなわ
ち，第4階層比では 1100--110%未満」がピークである
のに対し，第9階層比では 180%未満」から 1110--120
%未満」までがいずれも 2割台でほとんど差がみられな
注
1 )たとえば，大阪府下のある市の保護者向けの説明
える。
また，市町村区分および財政力指数でみても平均値に
ついてはほとんど差がみられず，いずれも100%前後で
あった。すなわち年齢間での減額率の差はほとんどみら
J 
?
?
?
?
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では，見出しを「保育料のお知らせ」とし，その説明と
して「保育料は，児童福祉法の規定により，保育所にお
ける児童の保育に必要な費用(措置費)を，保護者の負
担能力に応じて負担いただくことになっております。具
体的には，国の保育料徴収基準をもとに本市が保育料の
徴収金額を定め，世帯の所得状況に応じた御負担をお願
いすることになりますJとしている。さらに，実際の金
額表の見出しは「保育所措置費徴収金額」となっている。
ここでは，保育料，保育料徴収基準，措置費徴収金額が
ほぼ同様の意味で用いられており，市町村の苦労のあと
がみられる。本稿では，特に必要な場合を除いて，原則
として通称の「保育料」という用語を使用する。
2 )同項の規定は「行政財産は，その用途又は目的を
妨げない限度においてその使用を許可することができる」
というものである。
3 )この項については，厚生省児童局編『児童福祉十
年の歩みj(児童問題調査会，1959)，厚生省児童家庭局
編「児童福祉三十年の歩みJ(児童問題調査会， 1978)， 
田村和之『保育所行政の法律問題J(翌IJ草書房， 1981)， 
大阪保育研究所編『保育料を考えるj(あゆみ出版， 1983)， 
『厚生省五十年史 記述篇J(厚生問題研究会， 1988) I 
成瀬龍夫他『福祉改革と福祉補助金j(ミネルヴァ書房，
1989)，小J11政亮他編著『社会福祉の利用者負担を考え
るJ(ミネルヴァ書房，1993)等を参考にした。
4 )報告書は『全国市町村保育料調査報告書Jおよび
『全国市町村保育料調査報告書 (資料編)Jとして，全国
私立保育園連盟 (1992)から出版されている。調査は，
保育所を設置する政令指定都市，東京都特別区，市町村
の保育担当者に郵送で調査票を送付し，同じく郵送で回
収した。調査の内容は，保育料，保育実績については
1990年度を中心に，保育制度については1991年度を中心
に尋ねている。調査の実施は， 1991年7月，対象は3，268
である。なお，調査票の返送があった市町村は2，598で
あったが，最終的に有効票として取り扱ったのは， 2，179 
である。
(平成5年10月12日受理)
Summary 
This paper deals with differences of the standards for the guardian's fee for nursery care in local 
government. 
The standard cost for nursery operation is set up by the central government， and at the same time 
sets the standards for the guardian's fee for nursery care to be paid to local government. The fee is 
decided in propotion to income of the family and children's age， from full exemption for those who 
are under public assistance to a full payment of standard nursery fee for those who have a consider-
able amount of income. 
The standards for the guardian's fee are differrent in local government. In our research， the dif-
fernces related to the populations and the public finances of local authorities and the fee for the 
younger age or the higher income family is lower than the standard fee of central government . 
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